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秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政秦野市伊勢原市環境衛生組合人事行政のののの運営等運営等運営等運営等のののの状況状況状況状況    

    

１１１１    職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数等職員数等職員数等職員数等にににに関関関関するするするする状況状況状況状況 

 (1) 職員の総数 

   条例上の定数と現在の職員数          （各年４月１日現在） 

区  分 平成２０年 平成１９年 

職員定数 ５６ ５６ 

４１ 

（３） 

４０ 

（２） 
職 員 数 

１ 

（０） 

１ 

（０） 

   （注）１ 職員数には、臨時的任用職員又は非常勤職員を除きます。 

      ２ （ ）内は、再任用職員です。（内数） 

      ３ 職員数下段は、女性職員数です。（外数） 

 

 (2) 職種別職員数の状況と主な増減理由       （各年４月１日現在） 

職 員 数 
区  分 

平成２０年 平成１９年 
対前年増減数 主な増減理由 

一 般 職 
２０ 

（０） 

１９ 

（０） 

＋１ 

（０） 

 

技能労務職 
２２ 

（３） 

２２ 

（２） 

０ 

（＋１） 

 

合   計 
４２ 

（３） 

４１ 

（２） 

＋１ 

（＋１） 

 

   （注）１ 職員数には、臨時的任用職員又は非常勤職員を除きます。 

      ２ （ ）内は、再任用職員です。（内数） 

 

 (3) 年齢別職員数の状況 

ア 年齢別職員数の状況           （平成２０年４月１日現在） 

年齢別職員数
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   イ 全職員の平均年齢             （各年４月１日現在） 

区  分 平成２０年 平成１９年 

平均年齢 ４７歳３月 ４６歳４月 

 

 (4) 採用者の状況 

   ア 職種別採用職員数 

区  分 平成１９年度 平成１８年度 

０ ０ 
一 般 職 

０ ０ 

０ ０ 
技能労務職 

０ ０ 

０ ０ 
計 

０ ０ 

    （注）１ 各職種の下段は、女性の採用者数です。（内数） 

       ２ 再任用職員を除きます。 

  イ 採用試験の実施状況               （平成１９年度） 

区  分 受験者 
１次試験 

合 格 者 

２次試験 

合 格 者 

最  終

合 格 者 
倍 率 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 
一 般 職 

－ 

(－) 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 
技能労務職 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

(－) 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

(－) 

－ 

（－） 
計 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

    （注）１ 各職種の下段は、女性数です（内数） 

       ２ （ ）内は前年度の状況です。 
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 (5) 退職者の状況 

   事由別退職者の数                  （平成１９年度） 

区  分 定 年 準 定 年 自己都合等 計 

一 般 職 
０ 

（１） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

技能労務職 
１ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１ 

（２） 

計 
１ 

（３） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１ 

（３） 

   （注）１ （ ）内は前年度の状況です。 

 

 (6) 再任用の状況     （平成２０年４月１日現在） 

区  分 採 用 数 

一 般 職 
０ 

（０） 

技能労務職 
３ 

（２） 

計 
３ 

（２） 

   （注）１ （ ）内は前年度の状況です。 

      ２ 職種は再任用時の職種です。 

    

    (7) 構成市からの派遣の状況 

  （平成２０年４月１日現在） 

   秦野市からの派遣   ８ 人 

   伊勢原市からの派遣  ３ 人 

 

 

２２２２    職員職員職員職員のののの給与給与給与給与のののの状況状況状況状況    

 (1) 人件費の状況  

                                          （決算） 

区  分 
歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

平成１９年度 
千円 

2,409,076 

千円 

174,789 

千円 

394,214 

％ 

16.4 

平成１８年度 
千円 

2,475,560 

千円 

146,670 

千円 

452,068 

％ 

18.3 
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(2) 職員給与費の状況 

                                         （決算） 

給 与 費 

区  分 

職員数 

 

Ａ 
給  料 職員手当 

期 末 ・ 

勤勉手当 

計 

Ｂ 

一人あた

り給与費 

Ｂ／Ａ 

平成１９年度 
人 

４２ 

千円 

169,599 

千円 

71,997 

千円 

76,995 

千円 

318,591 

千円 

7,586 

平成１８年度 
人 

４２ 

千円 

180,847 

千円 

75,128 

千円 

81,732 

千円 

337,707 

千円 

8,041 

  （注）職員手当には退職手当を含みません。 

      

 

(3) 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況  

      （各年４月１日現在） 

一 般 職 技能労務職 
区 分 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

本組合 368,980 円 46 歳 7月 309,850 円 47 歳 9月 平成 

２０ 

年 国 325,100 円 41 歳 1月 284,700 円 48 歳 9月 

本組合 371,389 円 46 歳 4月 313,736 円 46 歳 9月 平成 

１９ 

年 国  325,724 円 40 歳 7月 287,094 円 48 歳 8月 

※ 国の一般行政職の数値は、専門行政職、教育職、指定職等俸給表を適用する

職員を除いた、行政職給料表（一）を適用する職員の数値です。 

 

(4) 職員の初任給の状況 

             （平成２０年４月１日現在） 

一般職 技能労務職 

区 分 

学 歴 初任給 ２年後 初任給 ２年後 

高校卒 149,800 円 161,600 円 

本組合 

大学卒 181,200 円 200,000 円 

機器運転員 

(18 歳) 

173,000 円 

機器運転員 

(20 歳) 

183,000 円 

高校卒 140,100 円 ━ 

国 

大学卒 181,200 円 ━ 

━ ━ 
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 (5) 級別職員数の状況             （平成２０年４月１日現在） 

区分 級 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(%） 

8 級 事務局長 1 5.0 

7 級 参    事 1 5.0 

6 級 課長、工場長 4 20.0 

5 級 主幹、技幹 3 15.0 

4 級 主  査 6 30.0 

3 級 主任主事、主任技師 3 15.0 

2 級 主事、技師 1 5.0 

1 級 主事補、技師補 1 5.0 

一 般 職 

計 ━ 20 100.0 

5 級 技能主幹 8 42.1 

4 級 技能主査 5 26.3 

3 級 技能主任 3 15.8 

2 級 機器運転員 3 15.8 

1 級 ━ 0 0.0 

技能労務員 

計 ━ 19 100.0 

 

(6) 昇給制度の概要 

平成１８年４月１日に秦野市伊勢原市環境衛生組合職員の給与に関する条例を改

正しました。その内容は、今までの１号給を４分割し、年４回あった昇給日を年１

回（１月１日）に統一し、職員が１２月以上の間良好な成績で勤務したときは４号

給上位の号給に昇給させることができます。 

 

 (7) 職員手当の状況 

  ア 期末・勤勉手当                 （平成２０年度） 

本  組  合 国 

    期末手当  勤勉手当 

６月期 1.4 月分   0.75 月分 

  （0.75）月分 （0.35）月分 

12月期 1.6 月分   0.75 月分 

  （0.85）月分 （0.4）月分 

 計  3.0 月分   1.5 月分 

   （1.6）月分 （0.75）月分 

    期末手当  勤勉手当 

６月期 1.4 月分   0.75 月分 

  （0.75）月分 （0.35）月分 

12月期 1.6 月分   0.75 月分 

  （0.85）月分 （0.40）月分 

 計  3.0 月分   1.5 月分 

   （1.6）月分 （0.75）月分 

    （注） １（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

        ２ 特定幹部職員である６級（管理職手当の支給月額が給料月

額の 100 分の 16 の職員）から８級の職員についての支給割

合は、期末手当が年 2.6 月分、勤勉手当が年1.9 月分です。 

        ※ 期末勤勉手当は、民間企業で支払われるボーナスなどに相

当するものです。 
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  イ 退職手当                （平成２０年４月１日現在） 

本  組  合 国 

（支給率）  自己都合  定年等 

勤続 20年  23.5 月分 30.55 月分 

勤続 25年  33.5 月分 41.34 月分 

勤続 35年  47.5 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

（支給率）  自己都合  定年等 

勤続 20年  23.5 月分 30.55 月分 

勤続 25年  33.5 月分 41.34 月分 

勤続 35年  47.5 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

  
  ウ 地域手当                （平成２０年４月１日現在） 

支給対象地域 市 内 全 地 域 

支給率 １０ ％ 

支給対象職員数 ４２ 人 

神奈川県 全地域１０％ 

国の制度（支給率） 地域により０～１８％ 

支給対象職員１人当たり平均支給年

額（１９年度決算） 
 ４４０，１１４円 

    ※ 給料、扶養手当、管理職手当の合計額に支給率を掛けた金額を支給 

  エ 特殊勤務手当                       （決算） 

区    分 全職種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 ７３．８ ％ 

支給職員１人当たり平均支給年額 168,640 円 

手当の種類（手当数） ５ 

支給額の多い手当 
清掃処理施設修繕等作

業手当 

平成 

１９年度 

代表的な手

当の名称 多くの職員に支給され

ている手当 
清掃等作業手当 

    
  オ 時間外勤務手当 

支給総額 10,383 千円 平成 

１９年度 支給職員１人当たり支給年額 315 千円 

   ※ 正規の勤務時間外又は休日に勤務した職員に支給 

  カ その他の手当               （平成２０年４月１日現在） 

区  分 内容 本組合 国 

扶養手当 

配偶者 

２人まで（配偶者扶養） 

１人（配偶者非扶養） 

13,700円 

7,000円 

7,500円 

13,000円 

6,500円 

6,500円 
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１人（配偶者なし） 

その他 

特定期間の加算 

11,200円 

6,500円 

5,000円 

11,000円 

6,500円 

5,000円 

住居手当 

借家・借間 

自宅 

その他 

29,600円を限度 

14,100円 

 5,700円 

27,000円を限度 

 2,500円 

― 

通勤手当 

交通機関等の利用者 

 

 

 

自家用車等の使用者 

６か月を超えない範

囲内で１か月を単位

とした最も長い期間

の定期券の価額 

通勤のための自動車

等の使用を常例と

し、通勤距離が片道

2㎞～40㎞で 2,500

円～20,800 円 

運賃相当額 

 

 

 

通勤距離が片道 2㎞ 

～60㎞で 2,000円～ 

24,500円 

    
 

 (8) 特別職の報酬等の状況                   （平成２０年４月１日現在） 

区  分 給  料  月  額  等 

給料 

 

組合長 

副組合長 

４２，０００円 

３９，５００円 

報酬 議長 

副議長 

議員 

３９，０００円 

３７，５００円 

３０，０００円 

 

組合長 

副組合長 

 

（平成１９年度支給割合） 

6月期  ２．１０  月分 

12 月期  ２．３０  月分 

計  ４．４０  月分 

 

議長 

副議長 

議員 

（平成１９年度支給割合） 

6月期  ２．１０  月分 

12 月期  ２．３０  月分 

計  ４．４０  月分 

期末手当 

役職加算 
組合長、副組合長は給料月額の２０％ 

議員は報酬月額の２０％ 

    

    

    

３３３３    勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況    

 (1) 職員の勤務時間、休憩・休息時間の概要 （平成２０年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、８時３０分から１７時１５分までの１日８時間、週４０時間 

です。 

１日のうち４５分の休憩時間及び４時間ごとに１５分の休息時間があります。 
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(2) 職員の年次休暇の概要と取得状況 

   労働基準法の規定に従い、原則として１年に２０日の有給休暇が与えられます。 

平成１９年度の平均取得日数 平成１８年度の平均取得日数 

１２日 １３日 

  

(3) 介護休暇の概要と取得状況 

   職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度であり、連続する６日取得

することができます。介護休暇は、１日単位ではなく、時間単位で取得することも

できます。 

取 得 者 数 
区  分 

平成１９年度 平成１８年度 

介護休暇 ０（０） ０（０） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

 (4) 療養休暇の概要と取得状況 

   職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書等に基づき、療養 

  のため必要最小限の期間、勤務することが免除されます。 

取 得 者 数 
区  分 

平成１９年度 平成１８年度 

病気休暇 ０（０） ０（０） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

 

 (5) 職員の育児休業の概要と取得状況  

   職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。育

児休業は１日単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。 

取得者数 
区  分 

平成１９年度 平成１８年度 

育児休業 ０（０） ０（０） 

部分休業 ０（０） ０（０） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

休息時間 休憩時間 
(13:15～17:00で任意の15分間を休息時間として取得)

勤務時間 休憩時間

休息時間

勤務時間

8:30 12:00 12:45 17:1513:00
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 (6) 安全衛生管理体制の整備状況  

   事業場の規模及び業種によって、安全衛生管理者等を選任、設置する必要がありま

す。                          （各年４月１日現在） 

平成２０年度 平成１９年度 

組織等 説   明 設置すべき

事業場数 

うち設置 

事業場数 

設置すべき

事業場数 

うち設置 

事業場数 

総括安全 

衛生管理者 

 

安全衛生管理者及び衛生管

理者の指揮や、労働者の危

険または健康障害を防止す

るための措置等の事業場の

安全衛生に関する業務の統

括管理を行う者。 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

安全管理者 総括安全衛生管理者の指揮

のもとに、職場の設備や作

業方法等に危険がある場合

における応急措置等、安全

に係る技術的事項を管理す

る者。 

０ ０ ０ ０ 

衛生管理者 総括安全衛生管理者の指揮

のもとに、健康に異常のあ

る者の発見・措置や、作業

環境の衛生上の調査等、衛

生に係る技術的事項を管理

する者。 

０ ０ ０ ０ 

安全衛生推

進者等 

安全管理者及び衛生管理者

の選任が義務づけられてい

ない事業場において、施

設、設備等の点検、使用状

況の監視等を行う者。 

２ ２ ２ ２ 

産業医 健康診断を実施する等、労

働者の健康管理等に当たる

とともに、事業者又は総括

安全衛生管理者を指導助言

する等、専門家として活動

する医師。 

０ ０ ０ ０ 

安全委員会 労働者の危険を防止するた

めの基本対策等で安全に関

する重要事項について調査

審議するため設置される委

員会。 

２ ２ ２ ２ 
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４４４４    職員職員職員職員のののの分限処分及分限処分及分限処分及分限処分及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況    

(1) 分限処分  

職員がその職責を十分に果たすことができない一定の理由がある場合に、公務 

能率の維持・向上を目的に、職員の意に反して行う身分上の変動をもたらす処分 

                                              （平成１９年度） 

処分事由 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

心身の故障の場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

０ 

（０） 

職制、定数の改廃、予算の減少によ

り廃職、過員を生じた場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

刑事事件に関し起訴された場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

計 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

０ 

（０） 

（注）（ ）内は前年度の状況です。 

 

 (2) 懲戒処分  

職員に一定の義務違反がある場合に、道義的責任を追及し、秩序を維持するこ 

とを目的に、行われる制裁的な処分 

                                   （平成１９年度） 

処分事由 免職 停職 減給 戒告 

法令に違反した場合 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

職務上の義務に違反しまたは職務

を怠った場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

計 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

（注）（ ）内は前年度の状況です。 

    

５５５５    職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況    

 (1) 服務に関する基本原則の概要 

基本原則 概 要 

職務専念義務 
職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂

行しなければいけません。 

信用失墜行為の禁止 
職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉とな

る行為をしたりしてはいけません。 
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営利企業等の従事制限 
営利企業等に従事することは制限されており、従事す

る場合には許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 
職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 
職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等

の政治的行為が禁止されています。 

 

６６６６    職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況    

 (1) 研修方針 

   職員研修計画に基づき、階層別研修は秦野市人事課に依頼し、財務担当者及び法制

執務研修は神奈川県市町村研修センターに委託しています。 

   また、先進都市への行政視察研修や自己啓発を組み合わせることにより、適切な能

力開発を行っています。 

 (2) 研修実施状況 

平成１９年度 平成１８年度 
区  分 

講座数 受講者数 講座数 受講者数 

階層別研修 ２ ２ １ １ 

財務担当研修(神奈川県市

町村研修センター) 

－ － － － 

法制執務研修(神奈川県市

町村研修センター) 

－ － １ １ 

行政視察研修 － － － － 

業務別研修 １４ ２１ １０ ２１ 

 

 (3) 職員の人事評価制度の概要と結果の状況 

   人事評価制度を平成１６年度に策定し、平成１７年度に２回の試験的実施を経、平

成１８年度より本実施に移行しています。 

 (4) その他の制度への活用状況 

   評価結果の活用予定については、次のとおりです。 

  ア 任用管理 昇任・昇格、配置転換、降任等 

  イ 人材育成 

  ウ 給与上の処遇 特別昇給、普通昇給、勤勉手当 

  エ 研修 育成ポイントの補強 

 

７７７７    職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況    

 (1) 共済組合の短期給付及び長期給付の概要 

   短期給付は、病気、負傷などの場合に支払われる保健給付、育児休業などの場合に

支払われる休業給付、災害などに支払われる災害給付、それ以外の附加給付などが

あります。 

   長期給付は、職員（共済組合員）が退職し、障害の状態となり、又は死亡した場合
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に、職員等の生活の安定を図ることを目的として支給されています。 

  ア 退職共済年金…職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職したときに６５

歳に達したとき等に支給 

  イ 障害共済年金…法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて

支給 

  ウ 障害一時金…軽度の障害の状態のときに支給 

  エ 遺族共済年金…組合員が死亡したときに遺族に支給 

 

 (2) 共済組合の福祉事業の概要 

     福祉事業としては、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業などの保健・保養及

び教養に資する事業、保養所の経営などの宿泊事業、住宅貸付などの貸付事業、貯金

事業、物資の斡旋事業など職員の福祉のための事業を行っています。 

 

 (3) 公務災害補償の概要と実施状況 

   公務において、災害が発生し、職員が負傷したり、死亡した場合には、地方公務員

災害補償基金から一定の補償がなされます。 

平成１９年度 平成１８年度 
区   分 

傷病 死亡 傷病 死亡 

新規認定件数 ０ ０ ０ ０ 通勤災害 

補償件数 ０ ０ ０ ０ 

新規認定件数 １ ０ １ ０ 公務上の 

災害 補償件数 １ １ １ １ 

  

(4) その他職員の福祉のための独自の制度概要 

  ア 健康診断等の実施人間 

労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施するとともに、人間ドッ

クへの助成等を実施し、職員の健康に配慮しています。 

 

８８８８    公平委員会公平委員会公平委員会公平委員会のののの業務業務業務業務のののの状況状況状況状況（（（（苦情処理苦情処理苦情処理苦情処理、、、、措置要求措置要求措置要求措置要求、、、、不服申立不服申立不服申立不服申立））））    

 (1) 苦情処理制度の概要 

   職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関す

る苦情の申出及び相談を公平委員会の事務を委託している神奈川県人事委員会にす

ることができます。 

 (2) 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会の事務を委託した神奈川県人事委員

会に当局が適当な措置を講じるよう要求することができます。 

区  分 平成１９年度 平成１８年度 

措置要求件数 ０ ０ 

 (3) 不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会の事務を
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委託した神奈川県人事委員会に不服の申し立てをすることができます。 

区  分 平成１９年度 平成１８年度 

不服申立件数 ０ ０ 

 


